
証券コード　2342
平成26年６月３日

株 主 各 位
熊 本市 中 央区九 品寺二丁目 1番 2 4 号

株 式 会 社 ト ラ ン ス ジ ェ ニ ッ ク
代表取締役社長 福 永 健 司

第16期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。

　さて、当社第16期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行

使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、

平成26年６月23日（月曜日）午後６時までに議決権行使についてのご案内（３頁）

に従って、議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成26年６月24日（火曜日）午前10時
２．場 所 熊本市中央区水前寺公園28番51号

　熊本テルサ　３階　「たい樹」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第16期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第16期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 補欠監査役２名選任の件

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

○法令および当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項については、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（http://www.transgenic.co.jp/）に掲載し
ておりますので、本株主総会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
従いまして、本定時株主総会招集ご通知の提供書面は、監査役及び会計監査人
が監査報告書を作成するに際し、監査をした対象の一部であります。

・事業報告「（５）業務の適正を確保するための体制」
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・事業報告「（６）会社の支配に関する基本方針」
・連結計算書類「連結注記表」
・計算書類「個別注記表」

○株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に記載すべき
事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.transgenic.co.jp/）に掲載いたしますので、ご了
承ください。
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議決権行使についてのご案内

１.書面による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６

月23日（月曜日）午後６時までに到着いたしますように、ご返送くださいます
ようお願い申し上げます。

２.インターネットによる議決権行使
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（iモード、EZweb、Yahoo!ケータ

イ）から議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、
同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」
をご利用のうえ、画面の案内に従って賛否のご入力を、平成26年６月23日（月
曜日）午後６時までにお願い申し上げます。（但し、毎日午前２時から午前５
時までは取扱いを休止します。）

【バーコード読取機能付の携帯電話機を利用する場合の「QRコード」】

※議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金、通信事業
者への通信料等は株主様のご負担となります。

※パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、株主様のインターネッ
ト利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

※携帯電話による議決権行使は、セキュリティ確保のため、暗号化通信（SSL通
信）及び携帯電話情報送信が不可能な機種には対応しておりません。

※「ｉモード」は(株)NTTドコモ、「EZweb」はKDDI(株)、「Yahoo!」は米国
Yahoo! Inc.の商標または登録商標です。

※「QRコード」は（株）デンソーウェーブの登録商標です。

３.書面ならびにインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取
扱い
書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インター

ネットによる議決権行使の内容を有効として取扱わせていただきます。

４.インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い
インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、 後に行

使された内容を有効とさせていただきます。

　＜インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ＞
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
・電話0120-173-027（受付時間　9：00～21：00、通話料無料）
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における公的機関・非営利団体及び製薬企業等の医薬品

産業の研究開発費は横ばい推移となりました。一方、政府は医療分野の研

究開発の司令塔機能「日本版ＮＩＨ※1」の創設に先立ち、創薬支援ネット

ワークを構築し、企業や大学等研究機関との連携を進めるなど研究開発を

支援する動きをしております。

このような状況の下、当社グループは当連結会計年度において、積極的

な資金調達及びＭ＆Ａを実行し、オンリー・ワンの創薬支援企業を目指し

事業拡大を進めてまいりました。

平成25年４月に株式会社新薬リサーチセンターを子会社として新設し、

株式会社新薬開発研究所より医薬品、食品等の非臨床試験※2及び臨床試験

事業を譲受け、当社グループのＣＲＯ※3事業の強化・拡大を図りました。

さらに平成26年４月、当社ＣＲＯ事業を同社へ譲渡し、当該事業の営業基

盤を一元化し、効率的な運営に取り組みます。

また平成25年７月、病理診断事業、遺伝子発現解析事業及び先端医療開

発事業を営む株式会社ジェネティックラボを連結子会社としました。これ

により病理診断事業セグメントを新たに追加し、また、当社グループの既

存事業であるジェノミクス事業及び抗体試薬事業のサービス内容の拡充、

開発体制の強化を実現しました。

以上の結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は1,617,572千円

（前期704,067千円）、営業損失は85,022千円（前期36,411千円）となりま

した。資金調達及びＭ＆Ａにかかるコストを営業外費用として計上したこ

とから、経常損失は122,231千円（前期31,737千円）、当期純損失は113,642

千円（前期は当期純利益27,048千円）となりました。

※1　ＮＩＨ　　：National Institutes of Health 米国立衛生研究所

※2　非臨床試験：薬物動態試験、薬効・薬理試験、安全性試験等の動物実験

※3　ＣＲＯ　　：Contract Research Organization 医薬品開発業務受託機関
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各セグメントの業績は、次のとおりであります。各セグメントの業績数

値につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

なお、株式会社ジェネティックラボを子会社化したため、当連結会計年

度より、「病理診断事業」を追加しております。

イ．ジェノミクス事業

遺伝子改変マウス作製受託サービスは堅調に推移し、連結子会社ジ

ェネティックラボの遺伝子解析受託サービスが新たに加わったことか

ら、売上高は385,702千円（前期321,437千円）、営業利益は77,586千

円（前期74,319千円）と増収増益となりました。

ロ．ＣＲＯ事業

連結子会社新薬リサーチセンターの医薬品・食品の非臨床試験、臨

床試験受託サービスが新たに加わったことから、売上高は670,133千円

（前期180,475千円）となりましたが、当社ＣＲＯ事業の業績が不調で

あったことや、事業譲受にかかる承継に時間を要したことから、営業

損失は15,136千円（前期は営業利益8,441千円）と増収減益となりまし

た。なお、当事業の一部の設備につきまして、34,919千円の減損損失

を計上しております。

ハ．抗体試薬事業

連結子会社ジェネティックラボの先端医療開発事業サービスが新た

に加わったことから、売上高312,995千円（前期202,154千円）、営業

利益は55,677千円（前期43,730千円）と増収増益となりました。

ニ．病理診断事業

当期より新たに追加された当事業は、連結子会社ジェネティックラ

ボが提供する病理診断サービスであり、売上高251,711千円、営業利益

19,676千円となりました。

なお、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら見送らせていただき

たいと存じます。

②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は、

202,339千円であり、その主なものは、連結子会社である株式会社新薬リサ

ーチセンターが事業譲受により取得した建物等143,780千円であります。

③　資金調達の状況

当社は、平成25年４月30日発行の第３回新株予約権（第三者割当）の行

使により483,233千円の資金を調達いたしました。

－ 5 －



④　重要な企業再編等の状況

　イ．子会社の株式会社新薬リサーチセンターは、平成25年４月19日付で株

式会社新薬開発研究所より医薬品、食品等の非臨床試験及び臨床試験受

託事業を譲り受けました。

　ロ．当社は、平成25年７月31日付で株式会社ジェネティックラボの株式を

第三者割当増資引受により取得し、同社を子会社化いたしました。

　ハ．当社は、平成26年４月１日を効力発生日として、ＣＲＯ事業を子会社

の株式会社新薬リサーチセンターへ事業譲渡しました。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第13期

平成23年３月期
第14期

平成24年３月期
第15期

平成25年３月期

第16期
(当連結会計年度)
平成26年３月期

売 上 高(千円) 509,100 607,985 704,067 1,617,572

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) △215,474 △156,248 27,048 △113,642

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失(△)

(円) △18.78 △12.06 2.09 △8.39

総 資 産(千円) 2,608,969 2,502,381 2,946,568 3,563,800

純 資 産(千円) 2,450,697 2,297,321 2,323,232 2,764,943

１株当たり純資産額(円) 188.21 176.32 178.21 198.21

 (注) 平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりますが、平
成23年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失(△)及び１株当たり純資産額を算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第13期

平成23年３月期
第14期

平成24年３月期
第15期

平成25年３月期

第16期
(当事業年度)
平成26年３月期

売 上 高(千円) 438,155 540,262 630,824 597,858

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) △249,650 △161,794 18,877 △101,820

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失(△)

(円) △21.76 △12.49 1.46 △7.52

総 資 産(千円) 2,601,962 2,490,425 2,923,221 3,259,129

純 資 産(千円) 2,447,434 2,287,868 2,304,540 2,711,278

１株当たり純資産額(円) 188.26 175.94 177.20 198.11

 (注) 平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりますが、平
成23年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失(△)及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社新薬リサーチセンター 50,000千円 100.0％ 医薬品・食品・化粧品・化学品の非臨
床試験、医薬品・食品等の臨床試験

株式会社ジェネティックラボ 100,000千円 68.7％ 遺伝子発現解析、先端医療開発、病理
診断受託

株 式 会 社 プ ラ イ ミ ュ ー ン 22,000千円 88.5％ 研究用試薬販売

株 式 会 社 メ デ ィ フ ォ ム 10,000千円 100.0％ 治験事務局業務、病院支援業務

(4) 対処すべき課題

当社グループの対処すべき主要な課題等は以下のとおりであります。

今後の事業展開について

イ．ジェノミクス事業

当事業の受託サービスについては安定的な収益を確保するに至ってお

りますが、利益率の高い「TG Resource Bank® 」や病態可視化マウスな

どのモデルマウスの販売強化が必要であると認識しております。さらに、

平成22年12月に熊本大学と締結した「ヒト化マウスの開発」に関する共

同研究を進め、汎用性の高い新しい治療法の開発を可能とする病態モデ

ルの確立を目指します。

ロ．ＣＲＯ事業

当期において、子会社の株式会社新薬リサーチセンターが株式会社新

薬開発研究所より事業を譲受け、医薬品ＧＬＰ適合（Ａ評価）施設を取

得し、製薬メーカーのみならず食品メーカーにまで顧客範囲を広げ、事

業規模を拡大させました。なお、平成26年４月１日付で当社ＣＲＯ事業

を株式会社新薬リサーチセンターへ事業譲渡いたしました。今後は、営

業一元化により受注拡大を図るとともに、経営効率化を推進いたします。

ハ．抗体試薬事業

当期において株式会社ジェネティックラボを新たにグループ化したこ

とにより、同社の先端医療開発事業を取り込み、当事業の収益を増やし
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ましたが、当社と同社の技術及びサービスの連携が今後の課題でありま

す。なお、平成26年５月15日付（効力発生日平成26年８月１日）で締結

した株式交換契約により同社を完全子会社とする予定であり、事業連携

は飛躍的に進み、グループシナジーが発揮されると考えております。

ニ．病理診断事業

当期より新たに追加された当事業は、グローバル基準（ＣＡＰ）認定

施設において常駐する認定診断医により病理診断を行っており、安定的

な収益を確保しておりますが、当社グループの他の事業と連携し、分子

病理解析受託などのサービスを拡充することが必要であると認識してお

ります。

(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ジ ェ ノ ミ ク ス 事 業
TG Resource Bank®等の遺伝子情報の使用権許諾や遺伝子破壊マウ
ス作製受託、遺伝子解析受託

Ｃ Ｒ Ｏ 事 業 薬効薬理試験、安全性薬理試験、薬物動態試験の受託

抗 体 試 薬 事 業
抗体製品販売、抗体作製受託、ＧＡＮＰ®マウスのライセンスアウ
ト、診断薬に向けた腫瘍マーカーの開発、ライフサイエンス研究支
援のための研究用試薬の仕入、販売

病 理 診 断 事 業 病理診断受託

(6) 主要な事業所（平成26年３月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地

本 社 熊本市中央区九品寺二丁目１番24号

神 戸 研 究 所 神戸市中央区

東 京 オ フ ィ ス 東京都港区

（注）東京オフィスは平成25年11月に移転しております。

②　主要な子会社の事業所

会 社 名 所 在 地

株 式 会 社 新 薬 リ サ ー チ セ ン タ ー 北海道恵庭市

株 式 会 社 ジ ェ ネ テ ィ ッ ク ラ ボ 北海道札幌市中央区

株 式 会 社 プ ラ イ ミ ュ ー ン 神戸市中央区

株 式 会 社 メ デ ィ フ ォ ム 北海道恵庭市
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(7) 使用人の状況（平成26年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使用人数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

ジ ェ ノ ミ ク ス 事 業 22名 6名増

Ｃ Ｒ Ｏ 事 業 55名 49名増

抗 体 試 薬 事 業 19名 14名増

病 理 診 断 事 業 22名 22名増

全 社 （ 共 通 ） 14名 9名増

合 計 132名 100名増

（注）１．使用人数には、グループ外から当社グループへの出向者１名を含んでおります。なお、

契約社員21名、パートタイマー６名及びアルバイト６名は含まれておりません。

　　　２．使用人数が前連結会計年度末と比べて100名増加しておりますが、その主な理由は株式

会社新薬リサーチセンターが株式会社新薬開発研究所の事業を譲受けたこと、及び株

式会社ジェネティックラボを連結の範囲に含めたこととによるものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

33名 1名増 40.0歳 5.6年

（注）使用人数には、契約社員３名は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、平成23年８月19日付で、株式会社ＧＭＪより、同社役員及び従業

員の退職及び当社による雇用に関して損害賠償請求（4億210万円）の訴訟を

神戸地方裁判所に提起されておりましたが、平成25年10月30日に判決が言い

渡され、原告の請求のうち2百万円を除きいずれも棄却されました。

株式会社ＧＭＪはこの判決を不服として、平成25年11月22日付で大阪高等

裁判所に控訴いたしました。当社といたしましては、控訴審におきましても、

引き続き当社の正当性を主張してまいります。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 43,630,100株

②　発行済株式の総数 13,624,100株

（注）１．平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行い、発行

可能株式総数は43,193,799株、発行済株式の総数は12,834,459株それぞれ増加し

ております。

２．新株予約権（第三者割当）の権利行使により普通株式が660,000株増加しており

ます。

③　株主数 12,133名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

坂 　 本 　 佐 兵 衛 201,000 1.47

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 182,600 1.34

松 井 証 券 株 式 会 社 146,500 1.07

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 109,000 0.80

上 永 智 臣 105,500 0.77

原 田 育 生 92,200 0.67

佐 賀 芳 行 80,000 0.58

日 置 正 人 78,700 0.57

野 村 證 券 株 式 会 社 78,200 0.57

中 村 英 幸 72,200 0.52

（注）持株比率は自己株式（1,400株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成26年３月31日現在）

発行決議の日 平成20年６月25日

新株予約権の数 480個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　48,000株

（新株予約権１個当たり100株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

１株当たり229円

権利行使期間
平成22年８月15日から
平成30年７月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　 348円
資本組入額 174円

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権割当対象者の間で締結
した「新株予約権割当契約書」の定めると
ころによる

役員の保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

保有者数　2名

保有数　480個

目的である株式の数
48,000株

②　その他新株予約権の状況（平成26年３月31日現在）

第３回新株予約権

発行決議の日 平成25年４月12日

新株予約権の数 5,400個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　540,000株

(新株予約権１個当たり100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり904円

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

１株当たり754円

権利行使期間
平成25年５月１日から
平成27年４月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　 763.04円
資本組入額 381.52円

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権割当対象者との間で締
結した「コミットメント条項付き新株予約
権買取契約書」の定めるところによる

割当先 マッコーリー・バンク・リミテッド
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 福 永 健 司

管理部及びＣＲＯ事業本部担当
株式会社プライミューン 代表取締役社長
株式会社新薬リサーチセンター 代表取締役社長
株式会社ジェネティックラボ 代表取締役社長

取 締 役 山 村 研 一

ジェノミクス事業本部担当
国立大学法人熊本大学生命資源研究・支援セン
ター教授
同大学発生医学研究所教授

取 締 役 坂 本 珠 美 内部統制担当

取 締 役 船 橋 　 泰 抗体試薬事業本部及び経営企画室、情報管理担当

取 締 役 清 藤 　 勉 株式会社免疫生物研究所 代表取締役社長

常 勤 監 査 役 鳥 巣 宣 明

監 査 役 遠 藤 　 了

監 査 役 佐 藤 貴 夫

（注）１．取締役清藤勉氏は、社外取締役であります。

　　　２．常勤監査役鳥巣宣明氏、監査役遠藤了氏及び監査役佐藤貴夫氏は、社外監査役であり

ます。

　　　３．常勤監査役鳥巣宣明氏及び監査役遠藤了氏は、公認会計士の資格を有しており、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．当社は、常勤監査役鳥巣宣明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

5名

（ 1名）

22,470千円

（600千円）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名

（ 3名）

11,100千円

（11,100千円）

合 計 8名 33,570千円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

      ２．株主総会の決議（平成12年11月10日改定）による取締役報酬限度額は月額20,000千円

であり、株主総会の決議（平成12年11月10日改定）による監査役報酬限度額は月額

10,000千円であります。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　　取締役清藤勉氏は、株式会社免疫生物研究所の代表取締役社長であり

ます。株式会社免疫生物研究所と当社は包括的業務提携を行っており

ます。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　　名 主　な　活　動　状　況

取　締　役 清 藤 　 勉
当事業年度に開催された取締役会13回のうち８回に出席
し、経験豊富な経営者としての知見から、適宜発言を行って
います。

常勤監査役 鳥 巣 宣 明
当事業年度に開催された取締役会13回全て、監査役会５回全
てに出席し、主に公認会計士としての専門的見地から、適宜
発言を行っています。

監　査　役 遠 藤 　 了
当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回、監査役会
５回全てに出席し、主に公認会計士としての専門的見地か
ら、適宜発言を行っています。

監　査　役 佐 藤 貴 夫
当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回、監査役会
５回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、適
宜発言を行っています。

（注）上記取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第21条の規定に基づき､取締

役会決議があったものとみなす書面決議が16回ありました。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 22,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

30,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容
　当社は、有限責任監査法人トーマツよりデューデリジェンス業務及び連
結子会社の財務報告に係る内部統制構築に関する助言・指導業務を受けて
おります。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は､会社都合の場合のほか、会計監査人が継続してその職責を全うす
るうえで重要な疑義を抱く事象が発生した場合には、監査役会の同意を得
て、解任または不再任に関する議案を株主総会に上程する方針であります。
また、監査役会は、会計監査人に法定の解任事由があると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。

－ 14 －



連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） （負 債  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,887,836

684,192

403,018

700,000

3,758

45,455

20,333

31,476

△400

1,675,963

1,404,924

699,751

19,804

53,073

621,290

11,006

235,185

230,522

4,663

35,852

9,709

9,768

18,724

△2,350

流 動 負 債 301,400

未 払 金 167,276

リ ー ス 債 務 33,555

未 払 法 人 税 等 5,953

賞 与 引 当 金 6,658

受 注 損 失 引 当 金 1,623

そ の 他 86,333

固 定 負 債 497,456

社 債 50,000

リ ー ス 債 務 42,821

長 期 未 払 金 404,635

負 債 合 計 798,856

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,700,072

資 本 金 2,550,604

資 本 剰 余 金 251,803

利 益 剰 余 金 △100,552

自 己 株 式 △1,782

その他の包括利益累計額 30

その他有価証券評価差額金 30

新 株 予 約 権 12,443

少 数 株 主 持 分 52,397

純 資 産 合 計 2,764,943

資 産 合 計 3,563,800 負 債 純 資 産 合 計 3,563,800
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連 結 損 益 計 算 書

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,617,572

売 上 原 価 1,106,149

売 上 総 利 益 511,422

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 596,445

営 業 損 失 85,022

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,748

受 取 配 当 金 4

受 取 補 償 金 4,292

補 助 金 収 入 4,650

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,159

そ の 他 8,049 20,903

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,484

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 70

株 式 交 付 費 19,942

新 株 予 約 権 発 行 費 5,312

買 収 関 連 費 用 12,245

為 替 差 損 659

そ の 他 17,397 58,112

経 常 損 失 122,231

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 66,110 66,110

特 別 損 失

減 損 損 失 34,919

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,906 42,825

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 98,946

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,513 7,513

少数株主損益調整前当期純損失 106,460

少 数 株 主 利 益 7,182

当 期 純 損 失 113,642
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連結株主資本等変動計算書

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,405,356 547,836 △3,641,302 △1,782 2,310,108

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 251,803 251,803 503,606

資本金から剰余金への振替 △3,106,555 3,106,555 ―

欠 損 填 補 △3,654,392 3,654,392 ―

当 期 純 損 失 △113,642 △113,642

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 △2,854,752 △296,033 3,540,749 ― 389,963

当 期 末 残 高 2,550,604 251,803 △100,552 △1,782 2,700,072

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 少数株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △40 △40 7,562 5,602 2,323,232

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 503,606

資本金から剰余金への振替 ―

欠 損 填 補 ―

当 期 純 損 失 △113,642

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

70 70 4,881 46,795 51,747

当 期 変 動 額 合 計 70 70 4,881 46,795 441,711

当 期 末 残 高 30 30 12,443 52,397 2,764,943
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貸　借　対　照　表

（平成26年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） （負 債  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,396,915

359,850

187,527

700,000

461

16,102

13,436

5,226

114,820

△510

1,862,214

1,233,607

585,672

14,168

19,804

25,383

585,778

2,800

283

283

628,323

9,709

385,836

233,127

△349

流 動 負 債 140,915

未 払 金 107,890

リ ー ス 債 務 712

未 払 費 用 12,789

未 払 法 人 税 等 3,731

前 受 金 6,912

賞 与 引 当 金 6,658

受 注 損 失 引 当 金 1,623

そ の 他 597

固 定 負 債 406,935

リ ー ス 債 務 2,300

長 期 未 払 金 404,635

負 債 合 計 547,851

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,698,805

資 本 金 2,550,604

資 本 剰 余 金 251,803

資 本 準 備 金 251,803

利 益 剰 余 金 △101,820

その他利益剰余金 △101,820

繰 越 利 益 剰 余 金 △101,820

自 己 株 式 △1,782

評価・換算差額等 30

その他有価証券評価差額金 30

新 株 予 約 権 12,443

純 資 産 合 計 2,711,278

資 産 合 計 3,259,129 負 債 純 資 産 合 計 3,259,129
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損　益　計　算　書

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 597,858

売 上 原 価 382,301

売 上 総 利 益 215,557

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 299,940

営 業 損 失 84,383

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 5,189

そ の 他 6,234 11,423

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,404

株 式 交 付 費 19,942

新 株 予 約 権 発 行 費 5,312

そ の 他 21,754 48,414

経 常 損 失 121,373

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 66,110 66,110

特 別 損 失

減 損 損 失 34,919

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,906 42,825

税 引 前 当 期 純 損 失 98,089

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,731 3,731

当 期 純 損 失 101,820
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株主資本等変動計算書

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 5,405,356 547,836 ― 547,836 △3,654,392 △3,654,392 △1,782 2,297,018

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約
権 の 行 使 ）

251,803 251,803 251,803 503,606

資本金から剰余
金への振替

△3,106,555 3,106,555 3,106,555 ―

準備金から剰余
金への振替

△547,836 547,836 ― ―

欠 損 填 補 △3,654,392 △3,654,392 3,654,392 3,654,392 ―

当期純損失 △101,820 △101,820 △101,820

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 △2,854,752 △296,033 ― △296,033 3,552,571 3,552,571 ― 401,786

当 期 末 残 高 2,550,604 251,803 ― 251,803 △101,820 △101,820 △1,782 2,698,805

評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △40 △40 7,562 2,304,540

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約
権 の 行 使 ）

503,606

資本金から剰余
金への振替

―

準備金から剰余
金への振替

―

欠 損 填 補 ―

当期純損失 △101,820

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

70 70 4,881 4,952

当期変動額合計 70 70 4,881 406,738

当 期 末 残 高 30 30 12,443 2,711,278
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月15日

株式会社トランスジェニック
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 工 藤 重 之 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 村 正 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トランスジェ
ニックの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トランスジェニック及び連結子
会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成26年５月15日
株式会社トランスジェニック
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 工 藤 重 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 村 正 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トラン
スジェニックの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第16期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第16期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則
第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会そ
の他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の
方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について
検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作
成時点において、開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等
および有限責任監査法人トーマツから受けております。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認
められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の
株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地
位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成26年５月20日

株 式 会 社 ト ラ ン ス ジ ェ ニ ッ ク 　 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 鳥 巣 宣 明 ㊞

社外監査役 遠 藤 　 了 ㊞

社外監査役 佐 藤 貴 夫 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

（1）当社の事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るため、現行定款第

２条（目的）につきまして、事業目的を追加するものであります。

（2）機動的な資本政策を遂行できるよう、会社法第165条第２項の規定に

基づき、取締役会決議によって市場取引等による自己株式の取得を可

能とするため、変更案第７条に自己株式の取得に係る規定を新設する

ものであります。

（3）単元未満株式を有する株主様の株式売買の利便性を高めることを目的

として、会社法第194条に規定する単元未満株式の買増制度を導入す

るため、変更案第10条に買増制度に係る規定を新設するものでありま

す。

（4）組織拡大に伴う経営体制の一層の強化・充実を図るため、現行定款第

17条（員数）の取締役の員数を「７名以内」から「10名以内」に変更

するものであります。

（5）その他、上記条文の新設に伴い条数、号数の繰り下げを行うものであ

ります。

２．変更の内容

　　変更の内容は、次のとおりであります。

 （下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

　　1．～ 7．  （条文省略）

  （新　　設）

  （新　　設）

　　8．～ 12． （条文省略）

（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

　　1．～ 7．  （現行どおり）

　　8．関連会社の経営管理、財務管理、労務

管理、広報、情報システム管理等の指導

および援助

　　9．動産、不動産の賃貸および管理

　　10．～ 14.　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） （自己株式の取得）

第７条　当会社は、取締役会の決議をもって

市場取引等により自己株式を取得することが

できる。

第７条（条文省略） 第８条（現行どおり）

（単元未満株式についての権利）

第８条　株主は、その有する単元未満株式に

ついて、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない。

1．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

2．会社法第166条1項の規定による請求をす

る権利

3．株主の有する株式数に応じて募集株式の

割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利

（新設）

（単元未満株式についての権利）

第９条　当会社の株主は、その有する単元未

満株式について、次に掲げる権利以外の権利

を行使することができない。

1．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

2．会社法第166条1項の規定による請求をす

る権利

3．株主の有する株式数に応じて募集株式の

割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利

4．次条に定める請求をする権利

（新設） （単元未満株式の買増し）

第10条　当会社の株主は、株式取扱規程に定

めるところにより、その有する単元未満株式

の数と併せて単元株式数となる数の株式を売

渡すことを請求することができる。

第９条～第16条（条文省略） 第11条～第18条（現行どおり）

（員数）

第17条　当会社の取締役は、７名以内とする。

（員数）

第19条　当会社の取締役は、10名以内とする。

第18条～第36条（条文省略） 第20条～第38条（現行どおり）
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第２号議案　補欠監査役２名選任の件

　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役２

名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

　補欠監査役が監査役に就任する順序につきましては、光安直樹氏を第１順位

とし、久保田昭氏を第２順位といたします。

候補者
番　号

氏        名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

1
みつ

光
やす

安
 

　
なお

直
き

樹
(昭和33年３月２日生)

昭和55年４月　日本ラヂヱーター株式会社
（現カルソニックカンセイ
株式会社）入社

平成９年10月　会計士補登録

監査法人トーマツ（現有限責
任監査法人トーマツ）入所

平成13年４月　公認会計士登録

平成16年８月　光安会計・労務事務所（現
光安公認会計士・税理士・
社会保険労務士事務所）開
設　所長（現任）

平成17年11月　株式会社アイフリークホー
ルディングス社外監査役
（現任）

-株

2
く

久
ぼ

保
た

田
 

　
あきら

昭
(昭和32年４月10日生)

昭和59年10月　監査法人中央会計事務所入所

昭和63年８月　公認会計士登録

平成15年７月　株式会社和陽インターナシ
ョナル・コンサルティング
（現株式会社サンライズ・
アカウンティング・インタ
ーナショナル）入社

平成18年７月　同社コンサルティング部長

平成19年12月　同社代表取締役専務（現任）

-株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．光安直樹氏及び久保田昭氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．光安直樹氏及び久保田昭氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、公認会計士と

しての企業会計に関する専門知識と豊富な経験を当社の監査に活かしていただくこ

とが期待できるためであります。

４．光安直樹氏は、社外監査役としての職歴以外で会社経営に関与したことはありませ

んが、同氏の有する高い専門的見地により、企業経営を統治する十分な見識を有し

ておられるため、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけると判断するもの

であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場  熊本市中央区水前寺公園28番51号

      熊本テルサ　３階　「たい樹」

      TEL　(096)-387-7777(代表)

交通のご案内

○　交通センター（27番乗場）よりバスで約25分

都市バス「熊本テルサ前」下車

系統番号：「県１」・「県２」・「県３」

行先　　：「長嶺団地・日赤・託麻南」

○　市電「市立体育館前」電停より徒歩約10分

○　ＪＲ熊本駅より車で約25分

○　ＪＲ水前寺駅より車で約５分

○　熊本空港より車で約30分

○　熊本ＩＣより車で約20分


